
別紙 

適 用 除 外 

 

１．浜北中央北地区計画の都市計画変更の告示の際、当該地区整備計画を定めた区域内に現に存する建築物

若しくはその敷地又は現に建築・修繕又は模様替の工事中の建築物若しくはその敷地が、当該地区整備計画

に適合しない場合においては、当該地区整備計画は適用しない。 

２．次に該当する建築物については、当該地区整備計画における建築物等の用途の制限は適用しない。 

（１）当該地区計画の都市計画変更の告示の際、現に存する建築物に係る建築を行う者が市長に対し、この

規定に適合しない用途に供する部分を有する建築物の登録を行った上で、建築の後その部分の床面積

の合計が、当該地区計画の都市計画変更の告示の際におけるその部分の床面積の合計の 1.2 倍を超え

ないもの 

（２）この規定に適用しない事由が原動機の出力、機械の台数又は容器等の容量による場合は、建築による

増量後それらの出力、台数又は容量の合計が、当該地区計画の都市計画変更の告示の際におけるそれ

らの出力、台数又は容量の合計の 1.2 倍を超えないもの 

３．次に該当するものについては、当該地区整備計画における敷地面積の最低限度の制限は適用しない。 

（１）当該地区計画の都市計画変更の告示の際、現に建築物の敷地として使用されている土地で建築物の敷

地面積の最低限度の規定に適合しないもの及び現に存する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷

地として使用するならばこの規定に適合しないこととなる土地について、その全部を一の敷地として

使用する場合 

（２）土地区画整理事業による換地処分を受けた土地で、建築物の敷地面積の最低限度の規定に適合しない

ものについて、その全部を一の敷地として使用する場合。ただし、当該事業の換地処分の際、現に存

する所有権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用するならばこの規定に適合することとな

る土地を除く。 

４．次の各号に該当するものについては、当該地区整備計画における建築物の壁面の位置の制限は適用しない。 

（１）当該地区計画の都市計画変更の告示の際、当該地区整備計画における壁面の位置の制限の数値に適合

しない部分を有する建築物の敷地内において、現に存する建築物に係る修繕又は模様替 

（２）当該地区計画の都市計画変更の告示の際、当該地区整備計画における壁面の位置の制限の数値に適合

しない部分を有する建築物の敷地内において、壁面の位置の制限を受けない範囲内で行う増築 

５．次の各号に該当するものについては、当該地区整備計画における建築物等の高さの最高限度は適用しない。 

（１）当該地区計画の都市計画変更の告示の際、当該地区整備計画における建築物等の高さの最高限度の数

値に適合しない部分を有する建築物の敷地内において、現に存する建築物に係る修繕又は模様替 

（２）当該地区計画の都市計画変更の告示の際、当該地区整備計画における建築物等の高さの最高限度の数

値に適合しない部分を有する建築物の敷地内において、現に存する建築物の高さまでの範囲内で行う

増築又は新築 

 

 


